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子どもの健康と環境に関する全国調査

★世界が新たな環境問題を認識し始めている★

環境省 総合環境政策局環境保健部

１．現在のこども世代は、人類の歴史上、
最も不健康な世代である

（米国小児環境調査より）

○先天異常（男児の尿道下裂、停留精巣など）の増加

○免疫系疾患（小児ぜん息、アトピーなど）の増加

○代謝・内分泌系異常（小児肥満、小児糖尿病など）の増加

○生殖異常（不妊、流産、男児の出生率の低下など）の増加

○神経系異常（自閉症、キレ易い子、LD（学習困難）など）の増加
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25年間で日本の先天異常は２倍に！
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出典：国際先天異常監視機構 (ICBDSR)

20年間で児童ぜん息患者は３倍に！
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20年間で肥満児の割合が３倍に！（米国）
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未熟児出産が増加（米）
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男児の出生比率が
減少！

２．化学物質が原因であることが動物実験
により明らかにされている事例

○胎児期のダイオキシンばく露による口蓋裂、水腎症の発症（ラット）

○ダイオキシンばく露による知能・やる気の低下（サル ラット（特に胎児期））○ダイオキシンばく露による知能 やる気の低下（サル、ラット（特に胎児期））

○胎児期にビスフェノールＡのばく露を受けると性周期が異常化（雌ラット）

○ダイオキシンばく露による免疫異常（ラット）

○フタル酸を皮膚塗布すると、アトピー性皮膚炎を発症（ラット）

○ダイオキシン皮膚塗布による皮膚異常（ウサギ）

○ダイオキシンばく露による甲状腺機能異常ダ キ 露 甲状腺機能異常

○胎児期のダイオキシンばく露による精子数減少（ラット、）

○胎児期のダイオキシンばく露による雌生殖器の形態異常（ラット、

○胎児期のダイオキシンばく露による受胎率の低下（ラット）
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○低濃度の水銀ばく露による知能の低下（セイシェル、デンマークのフェ
諸島等多数）

３．実際のヒトにおいて、化学物質の影響
が指摘されている事例

ロー諸島等多数）

○低濃度の鉛ばく露による知能の低下（アメリカ）

○低濃度のＰＣＢばく露による知能の低下（アメリカ、台湾）

○有機ヒ素化合物のばく露による小児への健康影響（知能の低下、自律
神経の異常、日本）

○ダイオキシンばく露による皮膚症状（カネミ油症事件：黒い赤ちゃん）○ダイオキシンばく露による皮膚症状（カネミ油症事件：黒い赤ちゃん）

○夫が幼少期に高濃度のダイオキシンのばく露を受けた夫婦は、子供
の数は3分の１であり、その上、女児が多い。（イタリア・セベソにおけ
るダイオキシンばく露）

○人口動態統計によると、都市部において出生する子供の出生におい
て、男子の占める割合が減少している。（日本、人口動態統計調査）

４．我々は、まったく新しい毒性分野に
挑戦しようとしている

【まったく新しい毒性分野】【まったく新しい毒性分野】

○胎児の遺伝子発現（エピジェネティック）への毒性

○小児の免疫系形成時における毒性

○小児の脳神経の発達段階における毒性など

【従来から知られている毒性分野】【従来から知られている毒性分野】

○古典的な毒物（ヒ素、シアン化合物など）による急性毒性（中毒症
状、呼吸困難、神経麻痺）

○発がん性、変異原性（遺伝子を傷つける）

○LD５０（指標生物の50％致死量）
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（参考）小児環境保健に関する論文数の推移
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→小児の脆弱性に着目した学術発表の増加

５．胎児・小児は、人間の最も敏感な時期。
（微妙な発達・発育への化学物質の影響）

○たったひとつの細胞である受精卵は 母体内で○たったひとつの細胞である受精卵は、母体内で
約４０回の分裂を経て、２０兆個を超える細胞に
機能分化し、人間になる。

○同じ遺伝子のセットを有する細胞が、眼球となり、○同じ遺伝子のセットを有する細胞が、眼球となり、
脳となり、心臓となり、筋肉となり、皮膚にもなる。
そのすべてをコントロールする発達システムへの
毒性（エピジェネティックな毒性）は未知の分野。
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６．先天異常の増加、あたらしい毒性の研究成果を受けて、
小児に着目した疫学調査が世界各地で計画・実施されている

１９９７年（Ｈ９）
子供の環境保健に関する８カ国環境大臣会合 「マイアミ宣言」

子供の環境保健は最優先事項。大臣の権限において、環境研究、リスク評
価、基準の設定等を実施

＜参考＞小児環境保健に関する世界の動向

２００２年（Ｈ１４）
持続可能な開発に関する世界サミット（ＷＳＳＤ）

２００６年（Ｈ１８）
国際化学物質管理戦略（ＳＡＩＣＭ）

価、基準の設定等を実施

子供、胎児を彼らの将来の生命を損なう化学物質のばく露から守る

国際化学物質管理戦略（ＳＡＩＣＭ）

ＷＳＳＤ ２０２０年目標：
化学物質の生産・消費に伴う人の健康と環境への影響を最小化
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７．結論

１．環境行政は、公害病への対処に始まり、発がん性や難分
解性などの既存毒性に着目した化学物質管理を経て、地
球環境の保全 と展開してきた球環境の保全へと展開してきた。

２．胎児・児童の化学物質ばく露を原因とする発達・発育異常
は、新しい毒性による被害者の存在と水、大気を含めた総
合対策の必要性を意味する。これは、環境行政の新しい一
翼を切り開く 重要な調査 ある翼を切り開く、重要な調査である。

３．本調査は、最重要課題として取り組むべき事案である。

（参考）環境省の取組み
２００３年（H１５）～

小児等の環境保健に関する国際シンポジウム
小児環境保健に関する調査研究の開始

２００６年（Ｈ１８）

小児環境保健に関する情報
の収集

２００６年（Ｈ１８）
小児の環境保健に関する懇談会の提言

↓
小児環境保健に関する重点プロジェクト研究を開始

第三次環境基本計画
「化学物質の環境リスクの低減（2025年を目

小児環境保健に関する課題整理、
政策提言（調査研究の推進）

懇談会の提言を元に調査研究を実
施

２００７年（Ｈ１９）
２１世紀環境立国戦略

標）」盛り込む

「小児の脆弱性への考慮も含め、安全性情報
の収集、把握及びモニタリングの強化」が必要

２００８年（H20)
バースコホート調査フィージビリティ（パイロット）スタディを開始
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妊婦健診時に登録（病院受診時）

・生活状況アンケート

↓ 妊婦血液採取

小児疫学調査の実施概要（案）

主な化学物質濃度
の測定

↓ ・妊婦血液採取

出産 ・出生児の成育状況確認

↓ ・臍帯・臍帯血の採取

１歳時
数年おき

生体試料の長期保
存（バンキング）

後年、分析が可能
数年おき

↓  ・身体発達チェック
・精神神経発達チェック

12歳あたりまで

後年、分析 可能

全体調査：アンケート主体
詳細調査：面談・訪問による調査

コアセンター
（国立環境研究所）
●調査全体の企画、調整
●設備：情報解析室、生体試料

保管施設等

ユニットセンター（全国約１０箇所）
●大学や研究機関等の環境保健に関する教室、産婦人

科、小児科等で構成
●全国調査の実施
●詳細調査の企画、調整、実施
●設備：観察室、情報解析室、生体試料保管施設等

地方自治体

連携

協力医療機関（全国約100カ所を想定）
●ユニットセンターが地域の医療機関（大学病院、一般病

院、診療所等）に協力を呼びかける。
●調査対象者（妊産婦）の登録、生体試料の採取
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良く知られている古典的な毒性 新しい毒性

◎動物実験で立証済み

◎人における研究も進展中

呼吸困難
(せき、ぜんそく)

目の痛み

子どもを取り巻く環境

胎児の発達 (遺伝
子発現)への影響

致死・病気
機能障害

水質汚濁
毒物

大気汚染
毒ガス

食品汚染
土壌汚染

先天異常

神経異常
知能低下
行動異常

アトピー
アレルギー

化学物質
の悪影響

子発現) の影響

神経系の発達への影響

免疫系・代謝・内分泌系の発達への影響

土壌汚染

がん

発がん性
変異原性

アレルギ
糖尿病

疫学的手法を用いた調査研究による
因果関係の解明が不可欠

子ども(胎児）が健康な大人に
成長することを阻害する毒性

発育・発達を阻害するメカニズム

病気になり易い
遺伝子を後押し
（プロモーター）

遺伝子の正常な発現を妨害

（エピジェネティック等）

POPs（残留性有機汚染物質）、ダ
イオキシン類、PCB、水銀、鉛、
ヒ素、カドミウム、ベンゼン、有
機フッ素化合物、内分泌かく乱作
用を有する物質、難燃剤、等

環境中の

病気を防ぐ遺伝子をブ
ロック

環境中の
化学物質

交絡要因

小児

胎
児疫学的調査手法により明確化疫学的調査手法により明確化

■遺伝要因
■社会・生活習慣要因
地域（住所）、住居（種類、築年数、空調等）両親の学歴・職
業歴・勤務状況・収入両親の喫煙・飲酒、食事、家庭環境（兄
弟の数、ペット等）遊び場の環境、学校の環境 等

交絡要因
(生活習慣、社会要因など)
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調査項目（例）
全体調査（６万人） 詳細調査（数千人）

考え方
全国各地域（すべてのユニット）が
対象。項目は必ず実施。

地域（ユニット）ごとに設定。独自の調査項目を設定可能。

リクルート時
（胎児期）

アンケート調査
母体血採取

例：アンケート調査追加（食事調査）
尿、毛髪、爪採取
訪問調査：生活環境の実態調査、食事調査

妊娠中期 追加可能（同上）

妊娠後期 追加可能（同上）

出産時
母体血、臍帯血、臍帯採取
診察・観察

例：出生児血液・胎脂採取、唾液採取
母乳（初乳）採取

出生後1ヶ月 アンケート調査 例：アンケート調査追加（食事調査）
母乳採取

出生後３ヶ月 アンケート調査
例：アンケート調査追加（食事調査）
面談調査（身体発達、精神神経発達チェック）
訪問調査：生活環境の実態調査、食事調査

出生後６ヶ月 アンケート調査 例：アンケート調査追加（食事調査）出生後６ヶ月 アンケート調査 例：アンケート調査追加（食事調査）
面談調査（身体発達、精神神経発達チェック）

１歳時 アンケート調査
例：アンケート調査追加（食事調査）
面談調査（身体発達、精神神経発達チェック）
こどもの血液、毛髪、爪採取
訪問調査：生活環境の実態調査、食事調査

３歳時 アンケート調査 追加可能（同上）

６歳時 アンケート調査 追加可能（同上）

１２歳児 アンケート調査 追加可能（同上）

全体調査 詳細調査

規模 約６万人 数千人

＜全体調査と詳細調査（イメージ）＞

考え方

コアセンターにおい
て企画、調整を行う。

決められた調査項目
は全国各地域（すべ
てのユニット）にお
いて必ず実施。

ユニットセンター独自
で調査項目の設定が可
能

独自の調査項目は地域
（ユニット）において
実施。

調査項目 調査項目を絞る
詳細な調査項目の設定
が可能

アンケート調査主体 面談、訪問による調査も
可能

→ 一つの目安として全体調査約６万人、詳細調査は数千人規模を提示
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（参考）小児環境保健疫学調査に関する検討会 委員名簿
（敬称略）

井口 泰泉 自然科学研究機構岡崎バイオサイエンスセンター教授
稲垣 真澄 国立精神・神経センター精神保健研究所知的障害部長
今村 聡 日本医師会常任理事
内山 巌雄 京都大学大学院工学研究科都市環境工学専攻環境衛生学講座 教授
香山 不二雄 自治医科大学・地域医療学センター環境医学部門教授
川本 俊弘 産業医科大学医学部衛生学講座教授川本 俊弘 産業医科大学医学部衛生学講座教授
岸 玲子 北海道大学大学院医学研究科予防医学講座公衆衛生学分野教授
北川 道弘 国立成育医療センター周産期診療部長
佐藤 俊哉 京都大学大学院医学研究科教授
佐藤 洋 東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野教授
柴田 康行 国立環境研究所化学環境研究領域長
白石 寛明 国立環境研究所環境リスク研究センター長
遠山 千春 東京大学大学院医学研究科疾患生命工学センター教授
仲井 邦彦 東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野准教授

○

仲井 邦彦 東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野准教授
新田 裕史 国立環境研究所環境健康研究領域環境疫学研究室長
林 謙治 国立保健医療科学院次長
平原 史樹 横浜市立大学大学院医学研究科生殖生育病態医学教授
水上 尚典 北海道大学大学院医学研究科産科生殖医学分野教授
森 千里 千葉大学大学院医学研究院教授
横田 俊平 横浜市立大学大学院医学研究科教授
米元 純三 国立環境研究所環境リスク研究センター副センター長
（○：座長）

○小児の発育に影響を与える環境要因の解明
○小児の脆弱性を考慮したリスク管理体制の構築

小児環境保健疫学調査の成果

○小児の脆弱性を考慮したリスク管理体制の構築
(例)・自主的取組への反映

・化学物質規制の審査基準への反映
・環境基準（水質、土壌）等への反映
・関係省庁の関連の取組（例：家庭用品規制、
規格）を後押し規格）を後押し

○次世代育成に係る健やかな環境の実現
○健康リスク評価の専門家を養成
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子どもの健康と環境に関する全国調査（環境省）スケジュール

２００８年３月 「小児環境保健疫学調査に関する検討会」報告書（実施概要案）

２００８年
（Ｈ２０）

年

ワーキンググループにおいて詳細検討
パイロット調査（予備調査）実施

２０１０年
（Ｈ２２）

２０１２年
（Ｈ２３）

新規出生コホート調査の立ち上げ

調査対象者の登録完了
（約6万人）

国際比較

海外の調査との連携
米国 予算230億円／年、

0～21歳、10万人
韓国 500人／年
その他太平洋地区のコホート調査等

○小児の発育に影響を与える環境要因の解明

２０２５年まで
（Ｈ３６）
（12歳あたりまで）

中間
取りまとめ

○小児の発育に影響を与える環境要因の解明
H25：発達障害（先天異常）の要因解明
H30：小児アレルギー（アトピー・喘息等）の要因解明
H36：精神神経発達障害（学習困難等）の要因解明

小児の脆弱性を考慮したリスク
管理体制の構築


